
２０２４０４２３保局第１号

一般高圧ガス保安規則の機能性基準の運用について等の一部を改正する規程を

次のように制定する。

令和６年４月２６日

経済産業省大臣官房技術総括・保安審議官

一般高圧ガス保安規則の機能性基準の運用について等の一部を改正

する規程

一般高圧ガス保安規則の機能性基準の運用について（２０１９０６０６保局第

３号）、コンビナート等保安規則の機能性基準の運用について（２０１９０６０

６保局第５号）及び高圧ガス保安法及び関係政省令等の運用及び解釈について

（内規）（２０２００７１５保局第１号）の一部を別紙の新旧対照表のとおり改

める。

附 則

この規程は、令和６年４月２６日から施行する。



一般高圧ガス保安規則の機能性基準の運用について等の一部を改正する規程 

○一般高圧ガス保安規則の機能性基準の運用について（２０１９０６０６保局第３号）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 

○コンビナート等保安規則の機能性基準の運用について（２０１９０６０６保局第５号）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3 

○高圧ガス保安法及び関係政省令等の運用及び解釈について（内規）（２０２００７１５保局第１号）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4 
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○一般高圧ガス保安規則の機能性基準の運用について（２０１９０６０６保局第３号） 新旧対照表 

（改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分は、これに対応する改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改め、改正後欄に二重傍線を付した規定で改正前欄にこれに対応するものを掲げていないもの

は、これを加える。） 

改  正  後 改  正  前 

一般高圧ガス保安規則の機能性基準の運用について 

制定 ２０１９０６０６保局第３号 令和元年 ６月１４日 

改正 ２０２０１１０２保局第１号 令和２年１１月 ４日 

２０２１０２０１保局第１号 令和３年 ２月２２日 

２０２１０３０８保局第２号 令和３年 ３月２９日 

２０２１０３２４保局第２号 令和３年 ３月３０日 

２０２３１２１２保局第１号 令和５年１２月２１日 

２０２４０３１９保局第１号 令和６年 ４月 ２日 

２０２４０４２３保局第１号 令和６年 ４月２６日 

 

 

別添 一般高圧ガス保安規則関係例示基準 

 

31．防消火設備 
［略］ 

可燃性ガス、特定不活性ガス、酸素及び三フッ化窒素の製造施設等に設ける防消火設備（特定不活性ガス

の製造施設等にあっては消火設備。以下本項において同じ。）は、次の各号の基準によるものとする。 

1．～3． （略） 

4．防火設備の設置 

4.1 （略） 

4.2 4.1 にかかわらず、次に掲げる設備は、防火設備を設置することを要しない。 

(1)～(8) （略） 

(9) 一般則第７条の３第１項の圧縮水素スタンドに係る蓄圧器のうち同条第２項第 19 号及び第 20 号並

びに第 21 号（同項第 19 号及び第 20 号に係るものに限る。）の措置を追加して講じたもの 

(10) 一般則第７条の３第１項の圧縮水素スタンドに係る設備（蓄圧器を除く。）のうち同条第２項第

19 号及び第 20 号の規定を準用し、その措置を追加して講じたもの 

(11) 一般則第７条の３第２項第４号の措置を追加して講じた同条第１項の圧縮水素スタンドに係る設

備（蓄圧器を除く。） 

5．・6． （略） 

 

 

59 の 3．温度上昇を防止するための装置及び複合構造を有する圧縮水素の蓄圧器の劣化等を防止する措置

（圧縮水素スタンド・移動式圧縮水素スタンド） 

［略］ 

移動式製造設備により圧縮水素を供給する際に車両が停止する位置（以下「停車位置」という。）におい

て、自動的に温度の上昇を防止するための装置（以下「温度上昇防止装置」という。）は 1.の基準によるも

のとし、蓄圧器の温度上昇防止装置及び複合構造を有する圧縮水素の蓄圧器の劣化等を防止する措置は、2.

の基準によるものとする。 

1． （略） 

2. 蓄圧器の温度上昇防止装置及び複合構造を有する圧縮水素の蓄圧器の劣化等防止措置 

 2.1～2.4  （略） 

 

ａ．温度上昇防止措置の対象

設備 

圧縮水素スタンド 移動式圧縮水素スタンド 

複合構造の蓄圧器 

（※ 散水の方法等は①列又は②

左記以外の蓄圧器 

（※ 散水の方法等は③列又は④

複合構造の 

蓄圧器 

左記以外の 

蓄圧器 

一般高圧ガス保安規則の機能性基準の運用について 

制定 ２０１９０６０６保局第３号 令和元年 ６月１４日 

改正 ２０２０１１０２保局第１号 令和２年１１月 ４日 

２０２１０２０１保局第１号 令和３年 ２月２２日 

２０２１０３０８保局第２号 令和３年 ３月２９日 

２０２１０３２４保局第２号 令和３年 ３月３０日 

２０２３１２１２保局第１号 令和５年１２月２１日 

２０２４０３１９保局第１号 令和６年 ４月 ２日 

 

 

 

別添 一般高圧ガス保安規則関係例示基準 

 

31．防消火設備 
［略］ 

可燃性ガス、特定不活性ガス、酸素及び三フッ化窒素の製造施設等に設ける防消火設備（特定不活性ガス

の製造施設等にあっては消火設備。以下本項において同じ。）は、次の各号の基準によるものとする。 

1．～3． （略） 

4．防火設備の設置 

4.1 （略） 

4.2 4.1 にかかわらず、次に掲げる設備は、防火設備を設置することを要しない。 

(1)～(8) （略） 

（新設） 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

5．・6． （略） 

 

 

59 の 3．温度上昇を防止するための装置及び複合構造を有する圧縮水素の蓄圧器の劣化等を防止する措置

（圧縮水素スタンド・移動式圧縮水素スタンド） 

［略］ 

移動式製造設備により圧縮水素を供給する際に車両が停止する位置（以下「停車位置」という。）におい

て、自動的に温度の上昇を防止するための装置（以下「温度上昇防止装置」という。）は 1.の基準によるも

のとし、蓄圧器の温度上昇防止装置及び複合構造を有する圧縮水素の蓄圧器の劣化等を防止する措置は、2.

の基準によるものとする。 

1． （略） 

2. 蓄圧器の温度上昇防止装置及び複合構造を有する圧縮水素の蓄圧器の劣化等防止措置 

2.1～2.4  （略） 

 

ａ．温度上昇防止措置の対象

設備 

圧縮水素スタンド 移動式圧縮水素スタンド 

複合構造の蓄圧器 

（※ 散水の方法等は①列又は②

左記以外の蓄圧器 

（※ 散水の方法等は③列又は④

複合構造の 

蓄圧器 

左記以外の 

蓄圧器 
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列の選択） 列の選択） 

第7条の3第1項第15号 

第7条の3第2項第36号 

第7条の3第2項第19号、第20号 

ｂ.

覆

い

又

は

屋

根

等 

 ① ② ③ ④   

（略） 

（略） 

※1・※2 （略） 

列の選択） 列の選択） 

第7条の3第1項第15号 

第7条の3第2項第36号 

第7条の3第2項第19号、第20号 

ｂ.

覆

い

又

は

屋

根

等 

 ④  ② ③ ④   

（略） 

（略） 

※1・※2 （略） 
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○コンビナート等保安規則の機能性基準の運用について（２０１９０６０６保局第５号） 新旧対照表 

（改正後欄に二重傍線を付した規定で改正前欄にこれに対応するものを掲げていないものは、これを加える。） 

改  正  後 改  正  前 

コンビナート等保安規則の機能性基準の運用について 

制定 ２０１９０６０６保局第３号 令和元年 ６月１４日 

改定 ２０２０１１０２保局第１号 令和２年１１月 ４日 

２０２１０２０１保局第１号 令和３年 ２月２２日 

２０２１０３０８保局第２号 令和３年 ３月２９日 

２０２３１２１２保局第１号 令和５年１２月２１日 

２０２４０３１９保局第１号 令和６年 ４月 ２日 

２０２４０４２３保局第１号 令和６年 ４月２６日 

 

 

別添 コンビナート等保安規則関係例示基準 

 

37．防 消 火 設 備 
［略］ 

可燃性ガス、毒性ガス、特定不活性ガス、酸素及び三フッ化窒素の製造施設等に設ける防消火設備（特定

不活性ガスの製造施設等にあっては消火設備。以下本項において同じ。）は、次の基準によるものとする。 

1．～3． ［略］ 

4．防火設備の設置 

4.1・4.2  （略） 

4.3 4.1 及び 4.2 の基準にかかわらず、次に掲げる設備は、防火設備（(1)、(2)及び(3)にあっては、

消火栓を除く。）を設置することを要しない。 

(1)～(8) （略） 

(9) コンビ則第７条の３第１項の圧縮水素スタンドに係る蓄圧器のうち同条第２項第 19 号及び第 20 号

並びに第 21 号（同項第 19 号及び第 20 号に係るものに限る。）の措置を追加して講じたもの 

(10) コンビ則第７条の３第１項の圧縮水素スタンドに係る設備（蓄圧器を除く。）のうち同条第２項第

19 号及び第 20 号の規定を準用し、その措置を追加して講じたもの 

(11) コンビ則第７条の３第２項第４号の措置を追加して講じた同条第１項の圧縮水素スタンドに係る

設備（蓄圧器を除く。） 

5．・6． （略） 

 

コンビナート等保安規則の機能性基準の運用について 

制定 ２０１９０６０６保局第３号 令和元年 ６月１４日 

改定 ２０２０１１０２保局第１号 令和２年１１月 ４日 

２０２１０２０１保局第１号 令和３年 ２月２２日 

２０２１０３０８保局第２号 令和３年 ３月２９日 

２０２３１２１２保局第１号 令和５年１２月２１日 

２０２４０３１９保局第１号 令和６年 ４月 ２日 

 

 

 

別添 コンビナート等保安規則関係例示基準 

 

37．防 消 火 設 備 
［略］ 

可燃性ガス、毒性ガス、特定不活性ガス、酸素及び三フッ化窒素の製造施設等に設ける防消火設備（特定

不活性ガスの製造施設等にあっては消火設備。以下本項において同じ。）は、次の基準によるものとする。 

1．～3． ［略］ 

4．防火設備の設置 

4.1・4.2  （略） 

4.3 4.1 及び 4.2 の基準にかかわらず、次に掲げる設備は、防火設備（(1)、(2)及び(3)にあっては、

消火栓を除く。）を設置することを要しない。 

(1)～(8) （略） 

（新設） 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

5．・6． （略） 
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○高圧ガス保安法及び関係政省令等の運用及び解釈について（内規）（２０２００７１５保局第１号） 新旧対照表 

（改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分は、これに順次対応する改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改め、改正後欄に二重傍線を付した規定で改正前欄にこれに対応するものを掲げていないも

のは、これを加える。） 

改  正  後 改  正  前 

高圧ガス保安法及び関係政省令等の運用及び解釈について（内規） 

制定 ２０２００７１５保局第１号 令和２年 ８月 ６日 

改正 ２０２０１０１４保局第１号 令和２年１０月３０日 

２０２０１０２２保局第１号 令和２年１１月 ９日 

２０２１０２０１保局第１号 令和３年 ２月２２日 

２０２１０２２４保局第１号 令和３年 ３月 ２日 

２０２１０３０８保局第２号 令和３年 ３月２９日 

２０２１０３２４保局第２号 令和３年 ３月３０日 

２０２１０４０７保局第２号 令和３年 ４月２３日 

２０２１０４０７保局第３号 令和３年 ５月１８日 

２１２１１０２０保局第１号 令和３年１０月２０日 

２０２２０７２０保局第２号 令和４年 ８月 １日 

２０２３１２１２保局第１号 令和５年１２月２１日 

２０２４０３１９保局第１号 令和６年 ４月 ２日 

２０２４０４２３保局第１号 令和６年 ４月２６日 

 

 

（１）高圧ガス保安法及び高圧ガス保安法施行令の運用及び解釈について 

Ⅰ．高圧ガス保安法関係 

第13条関係 

本条が適用される製造とは、主として次に掲げるものである。 

（イ）～（ニ） （略） 

（ホ） 在宅酸素療法における患者等が行う酸素吸入のための高圧ガスの製造（親容器から子容器への液

化酸素の移充塡）であって、一般財団法人医療関連サービス振興会による認定を受けた者等在宅酸

素供給装置の保守点検事業者として医療法（昭和23年法律第205号）第15条の３第２項の厚生労働省

令で定める基準に適合している者による点検・指導を受けて実施されるもの 

（へ）・（ト） （略） 

 

 

（１０） 製造施設の位置、構造及び設備並びに製造の方法等に関する技術基準の細目を定める告示の運用 

及び解釈について 

第７条関係 

第３号は、圧力計の精度について規定しているものであり、「１年ごとに計量法第 144 条第１項の登録事

業者が同法第 135 条第１項の特定標準器による校正等をされた計量器を用いて同法第 104 条第２項の規定に

より定められた圧力基準器に対応する期間内に校正を行った圧力計であって当該圧力計と同じ種類の圧力基

準器と同じ若しくはより高い精度のもの」又は「計量法第 72 条の規定に基づく検定証印を付されている圧

力計であって検定に合格した後１年以内にあるもの」と比較した場合における計量値の誤差が当該圧力計の

目量の２分の１以内であることを規定している。なお、当該規定は、高圧ガス設備等に設置されている圧力

計の精度確認の周期を意味するものではない。 

高圧ガス保安法及び関係政省令等の運用及び解釈について（内規） 

制定 ２０２００７１５保局第１号 令和２年 ８月 ６日 

改正 ２０２０１０１４保局第１号 令和２年１０月３０日 

２０２０１０２２保局第１号 令和２年１１月 ９日 

２０２１０２０１保局第１号 令和３年 ２月２２日 

２０２１０２２４保局第１号 令和３年 ３月 ２日 

２０２１０３０８保局第２号 令和３年 ３月２９日 

２０２１０３２４保局第２号 令和３年 ３月３０日 

２０２１０４０７保局第２号 令和３年 ４月２３日 

２０２１０４０７保局第３号 令和３年 ５月１８日 

２１２１１０２０保局第１号 令和３年１０月２０日 

２０２２０７２０保局第２号 令和４年 ８月 １日 

２０２３１２１２保局第１号 令和５年１２月２１日 

２０２４０３１９保局第１号 令和６年 ４月 ２日 

 

 

 

（１）高圧ガス保安法及び高圧ガス保安法施行令の運用及び解釈について 

Ⅰ．高圧ガス保安法関係 

第13条関係 

本条が適用される製造とは、主として次に掲げるものである。 

（イ）～（ニ） （略） 

（新設） 

 

 

 

（ホ）・（ヘ） （略） 

 

 

（１０） 製造施設の位置、構造及び設備並びに製造の方法等に関する技術基準の細目を定める告示の運用 

及び解釈について 

第７条関係 

第３号は、圧力計の精度について規定しているものであり、「１年ごとに計量法第 144 条第１項の登録事

業者が同法第 135 条第１項の特定標準器による校正等をされた計量器を用いて同法第 104 条第２項の規定に

より定められた圧力基準器に対応する期間内に校正を行った圧力計であって当該圧力計と同じ種類の圧力基

準器と同じ若しくはより高い精度のもの」又は「計量法第 72 条の規定に基づく検定証印を付されている圧

力計であって検定に合格した後１年以内にあるもの」と比較した場合における計量値の誤差が当該圧力計の

一目量以内であることを規定している。なお、当該規定は、高圧ガス設備等に設置されている圧力計の精度

確認の周期を意味するものではない。 

 

 

 


